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　第２部　パネルディスカッション

ベトナムの地域経済と企業

国民経済大学副学長　トラン・チ・バン・ホア
ダナン経済大学准教授　グエン・チュン・キエン

（独）中小企業基盤整備機構　販路支援部国際化支援シニアアドバイザー　山本　恵
モデレーター：アジア産業研究センター研究員／専修大学商学部教授　上田　和勇

（モデレーター）　お疲れのところ、最後のパネルディスカッションの時間になってまいりました。予
定では 15 時 50 分からでしたが、少し遅れましたので、いまから 17 時 30 分ぐらいまでパネルディ
スカッションを行いたいと思います。私は今ご紹介いただきました専修大学商学部および大学院の
上田でございます。専門はリスクマネジメントと保険です。
　パネルディスカッションの進め方ですが、最初に、ダナン経済大学から来られておりますグエン・
チュン・キエン先生から 20 分～ 25 分間でベトナム経済の概況、民間セクターの役割を簡単にご報
告いただくようにお願いしております。そのあと、現在、中小企業基盤整備機構のシニアアドバイザー
をしておられます山本様から、山本様ご自身のご経験、日本企業から見た問題点等をお話ししてい
ただきます。山本様は、かつて商社に勤務されていたとき、７年以上ベトナムに住んでおられまし
たので、有益なお話が聞けると思います。そのあと、私からパネリストの何人かに質問をさせてい
ただきまして、パネリスト間での意見交換を皆さまにお聞きいただき、最後にフロアから何人かご
質問をいただきパネルディスカッションを終えたいと思っております。ご協力のほどどうぞよろし
くお願いいたします。
　では、キエン先生、よろしくお願いいたします。
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（グエン・キエン准教授）　お忙しいところご参加いただきましてありがとうございます。ダナン経済
大学のキエンでございます。本日はベトナム経済における民間企業の役割というテーマでお話しし
たいと思います。まず４点申し上げます。ベトナムは中央集権型の経済から市場経済への移行期に
あります。第２番目に、この改革の重要な目的は十分な雇用を創出することです。第３点は、この
目的に対して民間企業が非常に重要な役割を果たすことが期待されています。そして、第４点ですが、
東アジアにおいて工業化が最後にきた国として、どう対応すべきかというところが課題となってい
ます。
　この話の目的は４点あります。2013 年までの数十年に及んだベトナム経済の構造改革について検
討すること、第２番目は経済改革のあとにどのような発展がいいのかを探求すること、３番目はベ
トナムの製造業における民間企業の役割を検討すること、そして４番目にはベトナム経済の長期的
視野に立った問題と足もとの問題を提起するということです。

　スライド６をご覧ください。1986 年から 2013 年までの数年間ずつをまとめて平均した成長率です。
ご覧いただければわかりますとおり、製造業が非常に伸びていますし、サービス業も伸びています。
他方、農水産業の伸びが芳しくないという状況になっております。東アジアのほかの発展途上国が
発展する場合にも、こうした傾向が同様に見られるということはご存じかと思います。
　経済の GDP を生み出している構成比です。製造業がやはり伸びております。サービス業は伸びて
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はいるものの、それほど急速な伸びというわけではありません。第１次産業は縮小しています。

　次にどの産業がどれぐらい雇用をしているかという点について見てみたいと思います。農業が雇
用する労働力は急速に減っている一方、工業の雇用は順調に伸びておりまして、その中でも製造業
が大きな雇用を吸収するセクターになっております。

　ベトナムの構造改革に機を一にするように、製造業による輸出が非常に大きなシェアを占めるよ
うになってきています。製造業の石油以外の輸出ですが、90 年には輸出の 40％しか占めなかったの
ですが、2013 年には 88％を占めるようになりました。特に伸びているのが労働集約的な、労働力
をたくさん必要とするアパレルや家具、靴などの輸出です。そして、石油を除いた製造業の輸出の
40％を占めるようになっております。食品加工については製造業の伸びの 14％を占めております。
電機製品関係の輸出のシェアは 2000 年初頭まで急速に伸びました。



128

　ベトナムを見る上で３つの点を挙げさせていただきました。まず１点は 1986 年に始まったドイモ
イと呼ばれる経済改革前までは、国営企業は資本集約的な重工業をすべて担い、政府にコントロー
ルされていたということです。２点目は、1987 年に外国投資法ができて以降、外国資本が多く入っ
てきました。それは政府が奨励したからです。これによって外国企業は地元の民間企業よりも速く
発展することになりました。３点目は、今やベトナムは開放経済の中に積極的に参加しておりまして、
AEC や TPP、2006 年の WTO への参加に見られるように、21 世紀に向かって経済自由化を進めて
おります。このように、ベトナム経済はかなりのレベルまで開放的になってきています。
　では、民間企業がどのような役割をしてきたかといいますと、例えば東アジア経済においては豊
富な労働力を用いて輸出主導型の経済発展をし、構造改革をしてきましたし、貧困削減をしてきま
したし、あるいは雇用創出をしてきました。このような輸出主導の発展戦略は民間企業を主体とす
るものでありまして、これらが収入を未熟練労働者に対してもたらしてきたわけです。そして、外
国企業と国内企業の製造業の成長における役割については、詳細に検討しなければならないと考え
ております。

　スライド 13 は、どのような資本構造が製造業企業においてなされているかを示したものです。
2010 年の構成のところを見てください。2010 年において国営企業はわずか 12.4％を占めるに過ぎま
せん。残りの 87.4％は民間企業で、うちローカルの民間企業は 42.4％、外国企業が 45.0％という内訳
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になります。外国企業のうち国営企業とのジョイントベンチャーは 9.8％、ローカルの民間企業との
ジョイントベンチャーが 1.8％になっています。残りの 33.4％が外国資本 100％の企業です。

　雇用の創出という点から見てみますと、国有企業の雇用者数は 2010 年ではもう 7.6％しかなくなっ
ていて、48.2％はローカルの民間企業、40.5％は外国資本 100％の外国企業によるものです。
　2005 年までの外国企業の投資は主に製造業であり、特に輸出のための労働集約的な産業に集中し
ていました。外国企業の 70％は輸出のための製造業に投資されていました。例えば繊維や靴、家具、
電機製品でした。しかし、2006 年から外国企業がベトナムに投資をするブームが起こりまして、例
えば不動産、ホテル等への投資が大きくなってきました。これは 2006 年の WTO 加盟後です。投資
は製造業からだんだんと離れていったという傾向が見られたのは 2006 年から 2010 年で、これは土
地バブルが起きた年でもあります。そして 2011 年から近年にいたっては、再度、輸出主導型の製造
業が外資の投資が戻ってきています。

　投資法、企業法の改正、2007 年の WTO への加盟いろいろな外国との経済協定への参加によって、
外国の多国籍企業がどんどんベトナムに入ってくるようになりました。例えばインテルやサムソン
がそうです。これらの多国籍企業、特に電子分野の多国籍企業は、東アジアの中に生産ネットワー
クを構築していくようになりました。電子製品や関連部品の輸出は 2013 年にはベトナムの輸出の
34％を占めるようになりました。例えば携帯電話およびその部品の輸出は 2014 年の最初の８カ月で
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152 億ドルになりました。これは同時期の繊維の輸出額である 136 億ドルを上回りました。
　現在の工業の発展には２つの問題を抱えております。１つ「工業的な深み」が欠如しているとい
うことです。サムソン等の多国籍企業に対して部品を供給できるベトナム企業がほとんどないとい
うことです。ですから部品はすべて海外から持ってこなければなりません。大きな輸出産業の１つ
である繊維製品はその繊維原料そのものを中国に依存しています。この２つの大きな輸出分野がす
べて部品・原材料を国外に依存しているということです。２番目は国有企業の経営の不完全さです。
サービスの上流の卸売などでは国有企業が圧倒的な力を持ってコントロールしているため、コスト
が高い状態が続いており、繊維や靴、電子製品といった川下の産業に対してコストの面でデメリッ
トを負わせています。国有企業が高いコストで流通を牛耳っているので、それを受けたベトナム企
業が競争力のある部品や原材料を作れないということだと思います。ですから生産額が多い割には
雇用を創出できない状況にあります。これが国有企業の問題点です。

　先ほどの足もとの問題点がありますが、長期的に見れば２つのポテンシャルがあると思います。
１つは国際的、地域的な経済統合において優位な地位にあるということです。ベトナムは世界でも
最もダイナミックに経済が動いている地域にあり、そこでは地域の生産ネットワークを世界の生産
ネットワークにつなげることができる地位にあります。このことは FTA 等国際的な経済協定に参加
することによっていっそう強化されていくだろうと思います。実際に 2015 年には ASEAN 経済共同
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体（ASEAN Economic Community：AEC）ができましたし、現在交渉が行われているところです
が間もなく TTP が成立すると思われます。また、EU とも貿易協定を結んでいるところです。
　２番目のポテンシャルはマクロ経済が安定しているということです。2012 年から 2014 年は比較的
安定しております。たしかに 2007 年から 2011 年までは荒っぽく上下した経済状況でしたが、2012
年から 2014 年については安定した状況を維持しております。
　ありがとうございました。

（モデレーター）　ありがとうございました。
　バン・ホア先生が報告の最後のほうでベトナム市場におけるリスクとチャンスというお話をされ
ておられました。また、グエン・グエン先生は中堅・中小企業の協力が発展のためには非常に重要
だというお話をされておられました。小林先生は主にロジスティクスの問題について実態調査を基
に報告をされておられます。いまキエン先生はベトナム経済における民間セクターの役割というこ
とで、国営の持っている問題点あるいはベトナム市場そのものの若干のメリット等についても最後
にお話しをされました。
　そこで、山本様にはこれまでのご経験等を含め、日本の中小企業がベトナムに進出するとき、あ
るいは進出後の問題等についてお話をしていただければと思います。必要に応じて、途中でご質問
をされてもかまいませんが、山本様からこの点の問題点などについてよろしくお願いいたします。

（山本氏）　こんにちは。中小企業基盤整備機構で中小企業の方々の海外展開に対して、いろいろな視
点からアドバイスをするということをやっております。
　私とベトナムとの関わり合いは、1989 年のドイモイ政策の直後、「マーケットを見てこい」と言わ
れてベトナムに出張してホーチミン、ハノイを回ったのが最初です。そのときは非常にノンビリし
た感じで、工場に行きましても暗い工場で、油で汚れたようなところで皆さんが一生懸命にやって
いるという状況でしたから、テイクオフにはまだまだ時間がかかると思っていたのですが、その２
年後の 92 年にお客様と同行した際、ホーチミンに入ってビックリいたしました。そのときはニュー
ワールドホテルができていまして、道は今のホーチミンと同じようにバイクで溢れていました。こ
の３年間でなぜこんなに変わったのかとビックリいたしました。
　96 年から 2003 年までホーチミンにある現地の国営企業とのジョイントベンチャーの製造会社に
出向いたしまして、半製品を海外から輸入し、それを最終製品に仕上げて国内に売るという事業に
携わっておりました。その経験から、いま現在中小企業基盤整備機構で中小企業さんの方にアドバ
イスをするという仕事をやっています。すでに６年やっていますが、今までの案件からいきますと、
だいたい製造業のご相談が多かったわけです。特に去年はいわゆる「チャイナ＋１」ということで、
中国における政治的リスクや人件費の高騰等を背景として、中国から製造ラインをベトナムに移し
たい、あるいはタイやマレーシアに移したいという案件が増えてまいりました。それと同時に製造
業以外、例えば美容院をやりたい、レストランをやりたい、IT 関連で進出したいという非製造業の
案件が増えてまいりました。
　こういった状況が続くのかと思っていたのですが、この４月ぐらいから、これはベトナムに限っ
た話ではないのですが、中小企業の海外展開の案件が減ってまいりました。特にベトナムはかなり
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落ち込んできているような気がいたします。我々はその原因を考えたのですが、やはり大きなファ
クターの１つが円安ではないかと思っております。円安によって海外で製造をやっておられた方々
が日本に回帰してきているということと、いままで我々も海外に出なければならないと検討をされ
ていた中小企業の方々も、いまは国内で手一杯になってきているのではないかというのが要因では
ないかと思っております。
　もう１つの要因としましては、これはベトナム独自の要因だと思いますが、７月１日から投資法
が変わったということです。基本的には大きな変更はないのですが、いままで投資証明書だけ取れ
ばよかったのが、投資登録証明書と企業登録証明書の２本立ての証明書を取らなければいけないと
いうことになりました。しかし、その施行細目がまだ発表されていません。７月１日に法律が改正
されたけれども、どうやればいいのかわからないということで、現地では手探りの状況になってい
ます。そういったこともあり、企業さんも様子を見ているのではないかと考えております。
　それから、先ほど人件費の上昇に関する質問がありましたが、実を申しますとつい最近、2016 年
以降の最低賃金のアップが発表されました。いままで最低賃金は月間 310 万ドンでしたが、１月 1
日以降は 350 万ドンと 12％以上上がるということが発表されました。それと同時に来年の１月１日
以降は社会保険の負担率が上がるということが発表されておりますので、そういった人件費の上昇
を懸念されて二の足を踏んでいるのではないかという感じも持っております。
　そういった中で、バン・ホア先生にお聞きしたいのですが、現地にすでに進出している日系企業
にとっては、最低賃金が 12％以上上がるというのは大きなインパクトです。これについてはベトナ
ムの現地企業についても同じだと思います。そういったことを背景として、ベトナム商工会議所も
賃金評議会に対して抵抗したという話も聞いています。そのあたりについて、ベトナムの企業の方
は人件費の上昇についてはどのようにお考えなのでしょうか。
　最低賃金が上がるということは我々がとやかく言える問題ではありません。最低賃金が上がれば、
ベトナムの方の生活レベルが上がりますし、購買力もつくという点では回りまわっていい影響は出
てくると思いますが、現実的にベトナムで操業されている日本の中小企業の方にとってみると大変
な問題だと思います。おそらくベトナムの現地企業の経営者の方にとっても大きなインパクトにな
るのではないかと思いますので、そのあたりはどうお考えなのかお聞きしたいと思います。

（モデレーター）　バン・ホア先生、今のご質問のベトナムの企業の人件費の上昇などについて、お考
えをお願いいたします。

（バン・ホア副学長）　ご質問ありがとうございます。今おっしゃられたとおり、ベトナムの投資環境に
はいろいろな問題があるということは理解しております。その上で、最低賃金の増加をベトナムの企
業側がどう考えているのかということについて、私の考えをお話しいたします。
　ベトナム政府としては、国有企業だけではなく、すべての企業に対して生活水準の向上に応じて給
与を上げるように指導するというのが方針ですので、最低賃金を上げていくというのはそういった政
府の方針の一貫です。ですから、やむを得ないということです。生活水準に応じて賃金が上がること
により、ベトナムの従業員のやる気がアップし、スキルの向上や工夫というところにつながっていくだ
ろうと考えております。ベトナム政府がベトナム経済を開放経済に向かわせている中にあっては、グロー
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バル競争に勝てる人材になろうという努力を推進しているというロジックの流れです。
　グローバルサプライチェーンの中にあって、上流のほうでもなければ下流のほうでもない、ちょ
うどまん中にあると思います。これを付加価値のあるバリューチェーンの上流のところに産業をシ
フトしていきたい、そのための人材を生み出していこうということです。

（モデレーター）　では、私のほうから何人かの先生方にご質問をしたいと思いますので、山本様もコ
メントや追加の質問があればお願いします。
　では、バン・ホア先生に質問を１つさせていただきます。
　先生のご報告の最後のスライドでベトナム企業にとってのリスク要因を挙げられました。具体的
には、経営技術力の不足、経験不足、イノベーション力不足といくつか上げられました。私はこの
中で「イノベーション」という要因が非常に重要だと思っております。一方、グエン・グエン先生
のご報告は中小企業同士の連携でした。私はこの「連携」がイノベーションを生む１つの土壌だと
も思っております。その意味で、トラスト（信頼）あるいはコーポレーション（協力）という背景
があってイノベーションが生まれてくると、私の専門のほうの分析でそのように思っております。
そこでバン・ホア先生に、ベトナム民間企業のイノベーション力を上げるにはどうしたらいいのか
ということをお聞きしたいと思います。先生、よろしくお願いいたします。

（バン・ホア副学長）　山本さんからもご指摘がありましたが、ベトナムの民間企業のイノベーション
力は日本企業に比べて低く、現在のところ日本企業と取引をしているベトナムの民間企業でも言わ
れたとおりのスペックでそのまま作っているだけで、自らイノベーションしているという状況では
ありません。製造現場においてベトナムの従業員にはプロフェッショナルがまだおりません。プロ
ではないので、イノベーションもなかなかできません。ベトナムの従業員がプロになるためには３
つ欠けていることがあると思います。１つ目は知識がないということです。２つ目は技能、３つ目
は態度・姿勢に問題がまだあるのではないかと思います。
　ですから合弁企業は日本側がその３つを企業内で教育しなければいけない状況になっています。

（山本氏）　今のバン・ホア先生のお話でわかりにくいところがあるかと思います。実はこのセッショ
ンが始まる前にバン・ホア先生と立ち話をしまして、そのときに私の経験として、実は２年ぐらい
前に中小機構の１つのプロジェクトでベトナムに進出される中小企業小企業の支援をしたことがあ
ります。そのときに現地で部品を調達しなければいけないということで、現地のローカル企業を回っ
てサプライヤーを捜しました。皆さん、型を最初から作り直してくださったり、徹夜してやってく
ださったりと非常に一生懸命にやってくれましたが、結果的にできた製品がどうしても要求する水
準に合わず、やむなく台湾系企業に発注しました。このことをバン・ホアさんにはご説明いたしま
した。
　それからもう１つですが、日本人が当たり前だと思っていることでも、ベトナム人にはわからな
いところがあります。その１つの例として、日本からコールドチェーンで冷凍食品をホーチミンに
持って行くとき、輸送担当者は空港からすぐに冷凍のままで持って行くのですが、昼間のホーチミ
ンはトラックが入れませんので保冷バッグ等をバイクでレストランに持って行きます。しかしレス
トランで受け取った人は、受け取ったあとに冷凍庫に入れるかというとそうではなく、その場に置
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きっぱなしにしてしまう場合もあるとのことです。日本では当たり前の動作が必ずしもベトナムで
はフォローされていません。やはりそういったところはうまく訓練しなければいけません。
　このようなお話をしていましたので、それが背景でいまのバン・ホアさんの「私がご指摘のとおり」
というご発言になったのだと思います。

（モデレーター）　ありがとうございました。
　もう１つ、今日のパネリストではありませんが、グエン・グエン先生に質問をさせていただきた
いと思います。
　グエン・グエン先生からは、中小企業同士が協力・コラボレーションしていくことが企業の発展
につながるというご報告をいただきました。その御意見に賛同いたしますが、コーポレーション、
コラボレーションを効果的に進める、効果的に協力する、そしてその協力が企業の持続的成長を生
み出すためには何が重要かということを考えなければいけないと思います。例えば社会の期待や類似
性、インテンション等いくつか挙げられましたが、競合関係にある A 社と B 社が協力をするというこ
とは、企業秘密も当然ある程度は共有することになります。そういう状況が考えられますが、それで
もあえて協力するということは、そこに A 社と B 社の信頼が基本にあってのことだと思います。
　そこで、グエン・グエン先生への質問ですが、競合同士の企業が協力するときに、どのようにし
て信頼関係をつくればいいのでしょうか。それについてのお考えでもいいですし、また、そういっ
た事例があれば教えていただきたいと思います。

（グエン・グエン准教授）　ありがとうございました。とても難しい問題です。
　３つの点についてお話ししたいと思います。最初の点はいかに組む相手の情報をきちんと得るこ
とができるかというところにかかっていると思います。もし外国企業と組む場合は難しいわけです
から、例えば総合商社のように第三者を通じて組む候補相手をチェックするといったように、どう
いう企業なのかという情報を得る問題があると思います。ベトナムにおいては非常に狭いコミュニ
ティでビジネス界ができあがっている場合がありますので、ゴルフなどエンターテイメントをする
にもいつも一緒ですから、人となりもそうですしいろいろな情報を直に把握できますが、外国企業
と組む場合はそうはいかないと思います。
　２番目ですが、経営者の人柄も関係していますので、外交的な人なのか、防衛的な人なのかといっ
た点も関係してくると思います。
　３番目には例えばライバル関係にあっても、政府の政策で半ば強制的といいましょうか、政府か
らの圧力があって組む場合はこれとは違います。

（モデレーター）　ありがとうございました。
　では、次にバン・ホア先生に質問をさせてください。
　バン・ホア先生のご報告の中に、質の高いあるいは安全な商品の提供ということは、どこの国で
もそうですが、特にベトナムにとってはチャンスだとありました。私の質問は、それはよくわかり
ますので、具体的に日本企業にとってどういう業種がそれに匹敵する、それに値するのでしょうか。
バン・ホア先生、よろしくお願いいたします。

（バン・ホア副学長）　ベトナム側の期待としては、無農薬の農産品、高齢者向けの介護システム・介
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護ビジネス、流通業といった例を挙げることができます。こういった点についてはベトナムの消費
者は強い関心を持っておりまして、日本に期待しているところです。

（グエン・グエン准教授）　バン・ホア先生のコメントに補足させていただきます。なぜ、ベトナム人
が無農薬の農産品に強い関心を持っているかと申しますと、中国から安全性が担保されていない果
物等が大量にイリーガルに入ってきているという背景があります。第２番目には農家が農薬をたく
さん使って生産性を上げるという態度になっているということもあります。このように、食品の安心・
安全が担保されないということを気にしております。ベトナム人の死亡原因の第１位は交通事故で
すが、第２位はガンです。そのガンは食べ物が原因だと言われています。ですから、安心・安全な
食品を販売しているのが日本式のスーパーマーケットだと考えるようになってきていますので、バ
ン・ホア先生が日本に期待する、進出してきてもらいたい分野というふうにおっしゃっているのは
そういう理由からだと思います。
　それから日本式の介護施設が安全で清潔で自分の親の面倒をしっかりみてくれるという認識があ
りますので、この分野についても日本式に対する期待が高いということです。

（モデレーター）　ありがとうございました。
　では、皆さんのほうから質問をお受けしたいと思います。お名前とご所属、それからどなたへの
ご質問なのかをおっしゃって質問してください。手を挙げていただければと思います。

（質問者Ａ）　バン・ホア先生への質問です。
　かつて日本もそうでしたが、現在のベトナム企業は終身雇用になっているのかどうかということが１
つです。終身雇用だからこそ日本は有能な技術者がいっぱい育っていったのだと思いますが、現在の
日本では非正規雇用と正規雇用とでだんだんと崩れていっていると思います。決して真似はしてほし
くはないのですが、ベトナムでも非正規雇用が一部で起こっているのでしょうか。この２点です。

（バン・ホア副学長）　お答えいたします。多くのベトナム人は終身雇用を求めていましたし、それを
よしとしていましたが、若い世代は変わっていまして、自ら終身雇用を望んでいません。つまり、
若いときに最初に入った会社でスキルを身に付けて、そして転職の機会を探し、さらに待遇のいい
機会を探し、さらに大きな企業へとジョブホッピングをしていくという傾向にあります。若い世代
は安定よりもチャレンジをしていくという傾向です。ただ、こういう傾向は北部、中部、南部では
違いがあります。地域によっては平均で 10 年ぐらい勤めるのが普通だというところもあれば、５年
ぐらいで転職を繰り返すという地域もあります。いずれにしても若い世代が終身雇用を望んでいな
いという傾向は出ています。
　また、産業によっても違います。ホテルや金融においてはジョブホッピングの志向が強い人がた
くさんいます。例えばある銀行で経験を積みますと、次の銀行ではより高いポジション、給与の高
いポジションに就ける可能性が高いというのが現状です。

（グエン・キエン准教授）　補足させていただきます。２つの点があるかと思います。
　企業における社会保障の問題で、かつて国有企業の社員は手厚い保障で守られていたわけですが、
いまは民間企業に転職しても政府の政策により失業保険等は持って行くことができるようになって
います。かつて国有企業でなければそういうシステムはありませんでしたが、いまはすべての企業
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にそのシステムがあります。ですから転職しやすくなったということが１つあると思います。
　それから金融業等はポジションごとにリクルートをかけます。ですからそのポジションで経験を積めば、
別の銀行でより高い分野のポジションに就くことができるという雇用形態になっています。私（小林）か
ら補足しますと、行内で教育していくということではなく、例えば監査業務に強い人を募集するという
ように業務で募集しますので、ほかの銀行で何年も監査業務の経験を積んだ人は、別の銀行で高い給
与で監査業務の募集がかかるとやはりそちらに行くということになったということです。

（山本氏）　ひとこと申し上げますと、雇用契約は有期契約は１回しか更改できません。２回以上更改し
ようとすると無期契約にしなければなりません。ですから、無期契約になったあと、法定の定年があっ
たかどうかは失念してしまいましたのでクリアにお答えできません。それから派遣労働はつい最近認
められるようになったのですが、通訳や電話のオペレータといったようにごく限られた業種にしか認め
られていません。例えば派遣労働者を生産現場に派遣することはまだ禁じられております。ですから
非正規の雇用は、少なくとも外資系の会社ではほとんどないと思います。

（モデレーター）　ありがとうございます。
（バン・ホア副学長）　日本企業が従業員を手元に置いて育てて、戦力にしていこうというカルチャー

を変えなければいけないかもしれないというわけです。ですから、日本企業はこれからより能力の
高い人たちを雇用し、そうでない人たちは、言葉が悪いですが、リストラしていくことを迫られる
かもしれません。しかし、それは日本企業のやり方ではないというふうに言うのではなく、もうベ
トナムの雇用者の意識が変わっているのだから、あまり気にしないでという言い方は変かもしれま
せんが、従業員が変わっていくということが当然のプロセスだということを前提として雇用政策を
進めていったほうがいいと思います。

（モデレーター）　ありがとうございました。モデレーターの力不足で、皆さまからの質問をもっと頂
きたいと思っていたのですが、残念ながら時間がなくなってしまいました。申し訳ございません。

　これまでの討議をごく簡単にまとめさせていただきます。どこの国の市場も発展段階というのがご
ざいます。急成長には高いリスクが伴います。我々はこれを急成長リスクと呼んでいますが、急成
長するマーケットや急成長する国は需要の不確実性要因を踏まえながら投資をしなければなりませ
んが、成長時期にはその慎重さを欠く傾向が高くなるという点でリスクが生じます。徐々に成長し
ていって、最終的な持続可能性をきちんと持つという方向に向かって市場への投資は進めていくべ
きだと思っております。そういう意味で、バン・ホア先生からはベトナム企業やベトナム市場のリ
スク、そしてチャンスのご報告をいただきました。
　グエン・グエン先生のお話をお聞きしまして、「昨日の企業は敵かも知れないけれども明日の企業
は友だちになる可能性があり」、東日本大震災以降はトラスト（信頼）、コーポレーション（協力）、
コラボレーションという助け合いが重要という意識もより強くなり、１企業が生き残るためだけで
はなく、業界全体が生き残るという視点を持ち、個々の企業の利益だけで企業行動を起こすのでは
なく、業界全体の発展が地域の発展、国の発展になるのではないかと、グエン・グエン先生のご報
告をお聞きして感じました。
　イノベーションはとても大切です。知識、技術、労働態度といったことも重要だとお聞きしまし
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たし、日本企業にとってもベトナムへの参入のチャンスはたくさんあると思います。繰り返しにな
りますが、安全な商品、安全な医療技術、安全な食品の分野にチャンスの可能性があると思います。
　キエン先生には原材料の不足が企業の自立を遅らせているというお話をいただいたかと思います。
今後とも持続的発展の可能性を追求しながら、日本市場もベトナム市場も同様に発展していきたい
とお互いに感じております。
　皆さま、お疲れさまでございました。ありがとうございました。パネリストの皆さまにあたたか
い拍手をお願いいたします。そして、本日お越しのすべての皆様のご協力に感謝申し上げます。あ
りがとうございました。




